
米国の関税措置の状況 資料2

7/8、「米国の関税措置に関する総合対策本部」での石破総理指示

4/3自動車(+25%)、4/5相互関税(+10%)、5/3自動車部品(+25%)
鉄鋼・アルミニウムなど(3/12～+25%、6/4～+50%)

これまでの関税措置の状況

政府の対応

7/8、日本への相互関税の税率を25％とし、上乗せ分の15％を
8/1から課税すると発表

相互関税の新たな税率等

① 引き続き国益を守りながら双方の利益となるような合意の実現

に向けて交渉を続けること

② 各国の対応を見極め日本への影響を十分に分析すること

③ 国内産業や雇用に与える影響の緩和に万全を期すこと


